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 (様式２) 

公共事業事前評価調書 

事 
 

業 
 

概 
 

要 

事 業 名 【道路－1】都市計画道路六角橋線（六角橋地区）整備事業 
場  所 
(所在地) 神奈川区六角橋二丁目 ～ 神奈川区六角橋五丁目 

事業目的 

六角橋線は、神奈川区西神奈川三丁目を起点とし、神奈川区片倉五

丁目に至る延長 1,920m の都市計画道路です。このうち、終点側の 630m

は整備が完了しており、その隣接区間が平成８年度より事業を進めて

います。 

本路線の六角橋地区の整備により、市内中心部を連絡する新横浜通

り（市道三ツ沢鳥山線など）と主要地方道横浜上麻生のアクセス性向

上や歩行者の安全性確保が図られ、また、地震火災時の被害を軽減す

る延焼遮断帯の形成を図ります。 

事業内容 

延長 約 350m（道路新設） 

現況：幅員 約４m、１車線（一方通行） 

計画：幅員 15m、２車線、両側歩道（3.0m 程度） 

計画交通量：約 7200 台/日 

事  業 

スケジュール 

令和７年度から令和 13 年度まで 

※用地取得状況や関係機関との調整状況等により変更になる場合があ

ります。 

総事業費 
50 億円（工事費 9 億円、用地（筆数約 80 件）・補償費等 41 億円） 

※今後の詳細設計等の検討状況により変更になる場合があります。 

位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

新横浜駅 

環状２号線 

横浜上麻生 

新横浜通り 

六角橋五丁目 

片倉五丁目 

六角橋二丁目 

六角橋線(六角橋地区) 
L=約 350m 

東神奈川駅 

六角橋線 

：六角橋地区 

：事業中区間 

：整備済み区間 

横浜駅 
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事 業 の 

必 要 性 

 

１ 都市計画道路としての位置付け 

当該路線は昭和 25 年に都市計画決定されており、環状２号線と横浜

市中心部を連絡する新横浜通り（市道三ツ沢鳥山線など）と主要地方道

横浜上麻生を東西方向に接続する重要な路線です。 

 

２ 道路ネットワークおよび歩行者安全空間としての位置付け 

地域の骨格的なネットワークを担う道路として、現況交通量の分散と

ともに、新たに歩道を設置した道路を整備することにより、歩行者の安

全性の向上が期待されます。 

 

３ 地震火災対策重点路線としての位置付け 

当該区間は、平成 26 年３月に制定し、平成 27 年 3 月に改正した「横

浜市地震防災戦略における地震火災対策方針」において、重点的に対策

を実施する「対象地域」に位置しています。 

対象地域において、延焼遮断帯の早期形成の観点等から、「地震火災

対策重点路線」として位置付けています。 

 

【別紙１「横浜市地震防災戦略における地震火災対策方針」（抜粋）】 

 

 

事業の効果 

 

（費用便益分析等） 

 

１ 定性的事項 

(1)アクセスの向上 

当該路線は、環状２号線と横浜市中心部を連絡する新横浜通り（市道

三ツ沢鳥山線など）と主要地方道横浜上麻生を東西方向に接続する道

路ネットワークの形成に寄与することから、地域拠点へのアクセス性

が向上します。 

 

(2)安全性の向上 

当該区間に並行する現道（市道片倉六角橋線など）は、複数系統のバ

スが運行する路線ですが、歩道がないため、自動車と歩行者が近接して

いる状況です。 

当該区間を整備することで、歩道の設置と交通の分散が図られ、交通

安全性が確保されます。 

 

(3)道路整備による減災効果 

地震火災対策重点路線として当該区間を整備し、延焼遮断帯を形成

することで大規模地震時における延焼被害の軽減を図ります。 
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２ 定量的事項（費用便益分析） 

国土交通省の費用便益分析マニュアル（令和５年 12 月）に基づき費用

便益比（Ｂ／Ｃ）を算出しています。 

 

総便益(B) 83 億円 

総費用(C) 41 億円 

費用便益比(B/C) 2.0 

※社会的割引率は４％ 

※便益については、走行時間の短縮、走行経費の減少、交通事故の減少

を計上しています。 

費用については、道路整備に要する工事費、用地費、補償費、間接経費

等を計上しています。 

 

環境への配慮 
無電柱化により、防災力・安全性・快適性の向上ならびに良好な景観形

成を図るよう努めます。 

地域の状況等 

「横浜市地震防災戦略における地震火災対策方針」は、市民意見募集を

経て策定しています。 

また、事業の実施にあたっては、関係地権者及び周辺地域の方々を対象

に情報提供や説明会等を実施しながら進めます。 

事業手法 公共発注方式による 

その他 なし 

添付資料 
別紙１ 横浜市地震防災戦略における地震火災対策方針（抜粋） 

別紙２ 現地の状況（写真）、標準横断図 

担当部署 道路局 計画調整部 企画課 ( ℡ 671-2777 ) 

 
























